
 

評価書案について提出された主な意見及びそれらについての事業者の見解の概要 

 環境影響評価書案に対する都民の意見及び事業段階関係市長である青梅市長からの意見、近

隣県市長である飯能市長の意見の件数は、表に示すとおりである。 

 

表 意見書等の件数 

意見書等 件 数 

都民の意見書 2件  

事業段階関係市長の意見 1件  

近隣県市長の意見 1件  

合 計 4件  

 

都民の主な意見と事業者の見解の概要 

環境影響評価書案に対する都民の意見と、それに対する事業者の見解の概要について述べる。 

 

【項目】1.1 予測及び評価（1）大気汚染 

意見の内容 事業者の見解の概要 

① ダンプ出荷台数 

  評価書案の概要 P28自動車交通量現

地調査（ 24hs） では、村尾組のダン

プは 260台とあります。青梅市との協

定で一日最高台数は 117台となってお

り 2倍以上の調査結果です。採石以外

の搬出などが含まれるのかもしれま

せんが、積み荷は違ってもダンプが

通過することによる問題は同じはず

です。下記にある地域住民意見でも

トラックの問題が一番多く、常にト

ラブルの原因となっています。事業

所を出入りする全てのダンプ数を内

容別に示すなど、運搬に関してより

分かりやすく明記して下さい。 

① 自動車交通量現地調査の結果における、

(株 )村尾組のダンプトラックの数 260台は

往復の延べ数を計数しており、搬出台数は

130台になります。 

  なお、調査日は、13台 (往復延べ26台 )が

超過となったため、積荷をせず空車のまま

事業所でUターンしたためです。 

  今後とも、青梅市との「採石事業の公害

防止に関する協定書」の台数を厳守いたし

ます。 

 

【項目】1.1 予測及び評価（2）騒音・振動  

意見の内容 事業者の見解の概要 

① 騒音・振動の現地調査 

  評価書案の概要 P31、『（3）調査結果

イ.a.ⅰ発破騒音』 S-1’（500ｍ地点）、

S-2’（530ｍ地点）では発破騒音は確認で

きなかった。 

  評価書案の概要 P33、『（3）調査結果

イ.b.ⅰ発破振動』 S-1（南側敷地境

界）、S-2（南側最寄民家）では発破振動

は確認できなかった。 

  いずれも騒音・振動が確認できなかっ

たという調査結果だが、より離れている

S-4 最寄民家では実際に発破サイレンの

直後に‘ドッッカーン’という爆発音と

① 測定方法については、発破騒音は「環境

騒音の表示・測定方法」（ JIS-Z-8731）に

準拠し、発破振動は「発破振動測定指針」

（昭和51年、日本鉱業会爆破振動に関する

研究委員会、物理探鉱技術協会土木物探研

究会）に準拠しましたが、今回の調査結果

ではいずれも影響が確認されませんでし

た。 

  影響が確認されなかった理由は、発破騒

音・振動の影響を低減するため、現在は発

破方法を段発発破としていること、現在の

発破地点と調査地点が約500mと十分に離れ

ていたことが考えられます。 



 

ともに震度 2 強ほどの騒音と振動が感じ

られます。来客者は「今のは地震？」と

たびたび質問をされるほどです。評価書

には明記無いが、爆発に伴う空振も相当

な大きさで、ガラス面が振動とともに大

きく揺れ、割れるのではないかと思われ

るほどです。これまでの事業所の東側で

行われていた掘削による影響がこれだけ

あり、今後西側に新規掘削が始まった時

の影響は計り知れません。 

  また隣接民家でも新築してさほどたた

ない時期に瓦屋根の大きなずれが見ら

れ、瓦の上に相当量の石灰が積もってお

り、これを見た瓦職人が驚いていたと。

  このように遠い S-4 地点で実際に発破

に伴った実被害を感じているにもかかわ

らず、現地調査では確認できなかっ

た！！測定値ナシ？という報告は、調査

の信ぴょう性を疑わざろうを得ません。

  なお、本事業の拡張が西側民家に接近す

る際には、試験発破の実施や発破方法及び

採掘方法の改善等の適切な措置を講じなが

ら実施し、環境への影響を低減するよう事

業を進めて参ります。 

② 騒音と振動 

  評価書案の騒音・振動レベルの予測値

はいずれも基準値ギリギリもしくはそれ

と同値となっています。発破振動レベル

60dB、重機騒音レベル 50dB はいずれも基

準と同値。その他の工場騒音 49dB・道路

交通騒音 64dB と、ほぼ基準値ギリギリで

値は超えていないとしながらも、測定の

条件によってはオーバーしていることが

予想されます。これに噴煙やダンプの法

定違反など他の要素が重なり、心的には

より大きな影響が発生しているはずで

す。 

  予測値の最大がいずれも基準値の 90％

以下に収まるように事業の改善を望みま

す。 

② 騒音・振動の低減を目的として、既事業

において現在実施している、採掘時の段発

発破の実施、低騒音・低振動型の機械の導

入、破砕、選別機を建屋で囲む、出荷時の

過積載の厳重チェック等の対策を含めた環

境保全措置を今後も継続して行い、騒音・

振動の低減に努めます。 

  さらに、事業の実施中及び事業の完了後

においては、東京都環境影響評価条例に基

づき適切に事後調査を実施し、予測結果を

検証するとともに、環境に著しい影響を及

ぼすおそれがある場合は、必要な措置を講

じます。 

③ ダンプトラックの走行騒音 

  騒音に関して、朝 5 時前のダンプカー

の走行騒音対策をお願いしたい。 

  夜間の騒音 53dB に関して、この地域の

早朝は、カジカ蛙の鳴声と川のせせらぎ

しかない静かな山村である。しかし 6 時

の出発順番待ちの為に度々朝の 3 時～5

時に睡眠を破るガタピシと走行するダン

プカーは、道路沿いの住民の安眠妨害と

なっている。のどかで静かな自然だけが

宝ものの地域ですので、住民の生活環境

の特性に配慮した、早朝 5 時前の走行を

止めるなど、常識的な騒音対策をお願い

したい。（騒音具体例：H24 年 7 月 4 日早

朝 3 時半から 5 時までに少なくても 10 台

以上の空ダンプが工場方向に走る。ま

た、最近は早朝 5 時前の 3 時半頃から走

行することが度々ある。） 

③ 道路交通騒音の発生源となるダンプトラ

ックの出荷台数は、「採石事業の公害防止

に関する協定書」の台数を厳守します。 

  幹線道路のため通過車両による影響を排

除できませんが、(株)村尾組の関係車両に

ついては、早朝における走行車両を減らす

よう努力すると共に、日常監視や 運転者講

習会などを通じて、ダンプトラックの走行

速度（40km/h以下）指導を徹底し、沿道住

民への配慮の注意喚起など、走行騒音の低

減に努めます。 

 



 

 

【項目】1.1 予測及び評価（3）地形・地質  

意見の内容 事業者の見解の概要 

① 地質・地形 

  事業域は秩父古生層が連なり他地域で

はこれらの古生層に貴重な化石も確認さ

れたと聞きます。評価書ではそれらの調

査は行わないのでしょうか。 

① 事業地域周辺において、天然記念物や地

域的に保全の対象とされるもの等、学術

上、景観上特に配慮しなければならない特

異な地形・地質は確認されておりません。

  また、既事業における掘削時にもそのよ

うなものは確認されておりません。 
 
秩 父古生層：先駆的な地質的研究の中で、関東

山地秩父地方を模式地として命名され、日本

各地に多産する同時代と考えられた地層の通

称として使われたが、現在はその主要部が中

生代のものと判明している。なお、事業区域

周辺の地質区分は、ジュラ紀（中世代）の北

部秩父帯の成木層にあたる。 

② 土砂災害の危険性 

  評価の結論 4.地形地質には「土地の安

定性の変化の程度は軽微であると予想」

とあります。しかし、本事業の拡張区域

周辺はたびたび落石があった場所で、発

破の振動・掘削による地盤変化により更

なる災害が心配されます。近年頻繁に耳

にするゲリラ豪雨の発生などで軽微な地

質の変化でも大きな土砂災害につながる

ことが予想されます。 

  最寄り民家 S-4 の北側斜面は東京都の

土砂災害ハザードマップ・土砂災害警戒

地域に指定されており、急傾斜地崩壊

205001-K056 と土石流 205001-D028 の危

険性があることが地図でしめされていま

す。実際 35 年ほど前に急傾斜地崩壊

205001-K056 のすぐ西側斜面は大雨によ

り土砂崩れをおこし、幸いにも人的被害

はありませんでしたが車道一面土砂が覆

い封鎖されました。そして小さな落石も

たびたび発生し、直径 1ｍほどの落石で

S4 民家の山側壁面を貫通し屋内に落石が

飛び込んできたこともあります。 

  事業区域外ですが、500ｍほど西側の慈

眼院手前の斜面でも 2 年前に土砂崩れが

あり車道を封鎖したことがあり土砂災害

が頻繁に起きている地域となっていま

す。このように実被害がたびたび発生し

ている地域であり、「危険性は軽微であ

る」とはとても思えません。近年発生し

ている集中した大雨を想定するなど、よ

り詳しい調査と防災対策が望まれます。

② 本事業の実施にあたっては、既事業にお

いて実施している以下の環境保全措置を今

後も継続して行うと共に、民家に近い区域

における採掘についても、環境への影響が

生じないよう措置を講じ、災害防止に努め

る計画としています。 
 
＜斜面の安定性並びに落石・転石防止＞ 

・ 「採石技術指導基準書」（平成 15 年版 経済

産業省資源エネルギー庁）、採掘区域と残留

緑地の境界部分約 5m は、隣地の崩壊を防止

するため立木伐採後に地形は改変せず根株を

残す保全区域（回復緑地）とし、必要に応じ

て植栽を行い、斜面の安定性を図ります。 

・ 掘削面の残壁の傾斜は、同基準に基づく

75°以下よりも厳しい基準の 60°以下(残壁

上部は 35°以下)とし、採掘した岩盤の風

化部が想定よりも深部まで及び採掘面に出

現する場合には、採掘面の傾斜を緩くする

等の処置を講じます。 

・ 雨水流出による侵食を防止するため、山腹

水路及び横断水路の整備を行い、排水路に

は勾配をつけ適切に集水し、洪水調整池・

沈砂池（既設、仮設、本設）で処理する

等、排水計画に基づき適切に処理し、土地

の侵食防止及び周辺への濁水流出を防止し

ます。 

・ 事業地内を定期的に巡回し、落石･転石の危

険が生じた場合は、落石防止ネットやしがら

柵を設置すると共に、既事業において実施し

ている環境保全措置を今後も継続して行い、

地滑り、崩落、落石等を防止します。 



 

・ これらの措置により土地の安定性を確保

し、ゲリラ豪雨の発生等に対しても、事業

地周辺の安全性を確保します。 
 
＜民家に近い区域における措置＞ 

・ 民家に近い区域では、発破・採掘する際は

極力ベンチ高さを小さくし、発破・採掘規

模を小さくします。 

・ 発破面を民家側へ向けないようにし、掘削

は高さ 5m 以上の外壁が残る様、内側から掘

削を行います（図 4-1 民家に近い区域で

の発破状況）。 

・ 実施にあたっては、試験発破の実施や発破

方法及び採掘方法の改善等の適切な措置を

講じながら行います。 

 
図 4-1 民家に近い区域での発破状況 

 

【項目】1.1 予測及び評価（4）水循環  

意見の内容 事業者の見解の概要 

① 水環境 

  S-4 民家の西側に成木川にそそぐ小

川があり、この民家では以前から生

活用水として利用してきました。市

の水道が通った後も日常的に使用し

ています。拡張域はこの川の上流部

に当たり森林の伐採・掘削により河

川の水が損なわれ、そこから水を引

くことが出来なくなる恐れがありま

す。 

① 対象流域は掘削の進行に伴い沢の東側の

森林の伐採が行われますが、採掘区域と残

留緑地の境界部分約 5m は、「採石技術指導

基準書」（平成 15 年版 経済産業省資源エ

ネルギー庁）に基づき、立木伐採後に地形

を改変せず根株を残す保全区域（回復緑

地）とし、必要に応じて植栽を行うことで

地下への浸透を促します。 

  掘削による水循環への影響予測結果にお

いても、一時的に表面流出するものの、地

下への浸透量がほとんど変わらないこと、

対象流域に対する改変面積が小さいことか

ら、水循環への影響はほとんど無いと予測

しています。河川流量の変化はごく僅かで

あることからも、地下浸透量がほとんど変

化していないと考えられます。 

  このように、地下浸透量がほとんど変化

しないことから、対象流域への影響は小さ

いと考えています。 

 なお、対象流域は、現状で平時に沢水の流



 

下が確認できておらず、かれ沢であると考え

られますが、利用に支障が生じる場合は、必

要に応じて適切な措置を講じます。同様に、

周辺民家の井戸で井戸枯れ等の障害が発生し

た場合は、事業者の井戸から給水することに

より対処します。 

 

【項目】1.1 予測と評価（5）水質汚濁、水循環、生物・生態系（成木川の水環境)  

意見の内容 事業者の見解の概要 

① 成木川の水環境 

  水 質 、 水環 境、生物・生態に関し

て、成木川における採石に伴う環境

の変化を数量的な増減も加えた評価

指標として調査・監視し、採石に伴

う影響が発生した場合は、対策を講

ずることをお願いしたい。 

  評価の指標として「著しい影響は

及ぼさないこと」を満足すると考え

るとしているが、渇水期の水量、生

息水生生物が減少しているなども見

られ、元々いたカジカ蛙、カジカ、

スナメ、ヤマメ等の数量的な減少変

化が進んでいる。減少の別条件とし

ては、護岸工事や、鴨、鵜、青鷺な

どの採石とは異なる条件もあります

が、生物の存在の有無判断には、数

量的な増減も加えた評価指標を取っ

ていただきたい。 

（1）調査・監視項目 

  ①流水量（特に渇水期）  ②水質

汚濁  ③水生生物（カジカ蛙、カジ

カ、スナメ、ヤマメ、またその餌と

なる生物） 

（2）調査・監視箇所 

  場内の水の放流箇所から上流・下

流それぞれ 1km 以内の定期的調査及

び測定に適する箇所で行う。 

（3）調査及び測定 

  上流・下流の比較と経年的な比較

変化、その変化要因があれば明らか

になるような調査を行う。 

①  成木川における水生生物の数量的な変化

は、成木川流域全体の森林動態（林分の発達

や伐採に伴う雨水涵養機能や蒸発散量の変化

等）や、河川の物理的構造の変化（壁面のコ

ンクリート化等）、天候（降水量の年変動

等）、生物間の種関係、河川利用者による人

為など、広域の様々な影響要因が考えられま

す。 

  現地調査において、付着藻類についてはコ

ドラート法による定量採集調査(5 地点)、魚

類及び底生動物については、任意採集による

捕獲(魚類は計測後全て放流)及び任意確認法

による調査(5 地点)を実施しております。 

  本事業においては、事業区域内からの土

砂、汚濁水を適切に集水・処理することによ

り、放流口からの放流に伴う成木川への影響

は、事業着手以前とほぼ同様に維持されま

す。また、プラント施設の設置エリアが周辺

地盤より低く、局地的な豪雨時の緊急的な遊

水機能も備えていることから事業区域外へ濁

水が溢れるおそれはありません。事業区域を

含む流域についても、事業着手前とほぼ同様

の水環境の機能（流量）が維持されるため、

本事業により水生生物の繁殖、種組成、現存

量等に与える影響はほとんどないと考えてお

ります。 

  また、事業の実施中及び事業の完了後にお

いては、東京都環境影響評価条例に基づき、

事後調査を実施し、予測結果を検証するとと

もに、本事業の実施により環境に著しい影響

を及ぼすおそれが生じた場合は、環境の保全

について必要な措置を講じます。なお、事後

調査では、ご意見を頂いた水生生物、流量、

水質汚濁等、予測・評価を行った調査項目を

選定します。 

 



 

 

【項目】1.1 予測と評価（6）廃棄物  

意見の内容 事業者の見解の概要 

① 廃棄物 

  砕石製造工程で発生する脱水ケー

キは全て事業域内で活用、発生量は

300,000ｍ 3 とあります。かたや同社

の五日市工場・平成 19 年評価書案の

廃棄物についての記載で「脱水ケー

キは成木工場に埋土材として搬出」

との明記あります。五日市工場から

は何がどの程度の数量搬入されるの

でしょうか？ 

① 「No.258 株式会社村尾組五日市工場採石

拡張事業」（東京都環境影響評条例に基づく

手続き；平成 20 年 11 月環境影響評価書提

出、平成 20 年 12 月着工届け提出）について

は、脱水ケーキは五日市工場内で全て処理す

る計画としており、成木工場への搬出は行っ

ておりません。 

 

【項目】1.1 予測と評価（7）温室効果ガス  

意見の内容 事業者の見解の概要 

① 温室効果ガス 

  評価の結論には「評価の指標を満

足する」とあり、伐採される森林と

同程度の緑地化をすることにより維

持されると理解します。評価書案 P8

にある経年の事業計画の地図で示さ

れた、黄色部分・平坦地の面積は 20

年後では膨大な面積になると予想さ

れ、数値では明記ありませんが 2 倍

以上と見られます。これだけの平坦

地の拡大が温暖化に大きく影響する

と 思 わ れ 、 再 度 検 討 を お 願 い し ま

す。 

① 着手 20 年後における緑地は、事業区域

の 57.14％を確保します。このうち、緑地

面積の変化は、2.28ha の減少であり、最小

限に留める計画としております。 
 

表 4-2 着手 20 年後の緑地面積 

緑地区分 面積 

残留緑地 22.09ha 

未伐採林 1.31ha 

回復緑地 0.94ha 

植栽緑地 4.79ha 

合計 29.13ha 

事業区域 50.98ha 

に占める緑地率 
57.14％  

 

表 4-3 緑地面積の増減 

緑地区分 面積 増減 

伐採予定樹林 5.98ha -5.98ha

植栽緑地 着手 20 年後 4.79ha +3.70ha

 現況 1.09ha  

緑地面積の増減  -2.28ha
 
  また、事業の実施中における CO2 排出量

削 減 対 策 (低 燃 費 型 建 設 機 械 ・ 設 備 の 利

用、搬入搬出車両・建設機械のアイドリン

グストップ、消灯の敢行等 )を実施すると

ともに、成木工場は、東京都における「温

室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引

制度」における大規模事業所に該当するた

め 、 当 制 度 に 則 り 第 一 計 画 期 間 で あ る

2010～ 2014 年度に基準年度（原則 2002～

2007 年度までのいずれか連続する 3 ヵ年

度平均値）比 6%の CO2 排出量の削減を行い

ます。 



 

 

【項目】1.2 選定しなかった環境影響評価の項目（1）土壌汚染  

意見の内容 事業者の見解の概要 

＜建設発生土の受け入れ(土壌汚染)＞ 

①  廃棄物等の堆積又は埋め立てに関

して、採石跡地への建設発生土の搬

入 及 び 廃 土 ･廃 石 に 伴 う 今 後 へ の 環

境 ･安全面の維持管理対応をお願いし

たい。 

  建設発生土搬入埋め立てにおいて

は 、 環 境 汚 染 を 伴 う 搬 入 物 は な い

か。 

 

②  山積による土砂は、最近の異常気

象にも想定対応した流失崩壊等の災

害への安全が保たれているか。 

 

③  五日市工場以外からの埋土材搬入

について計画がされているか？ 

  すでに残土などの受け入れが行わ

れており、それに伴うダンプの増加

なども耳にします。搬入されたもの

は 基 本 的 に 再 度 出 さ れ る こ と は 無

く、そこに汚染物が混じっていた場

合は半永久的に汚染が続くことにな

ります。ダンプ搬入台数と搬入され

る廃棄物についての実態と詳細な計

画の開示を願います。 

① 、 ③  建 設 発 生 土 の 受 け 入 れ ※ 1に つ い て

は、 (株 )村尾組 成木工場では、株式会社建

設資源広域利用センター（UCR） ※ 2と協定を

締結し、土質等の受け入れ条件が適合する

建設発生土を東京活用土協同組合経由で受

け入れています。 

  建設発生土の搬出側には土質区分毎、か

つ同一土質区分で 5,000㎥毎に 1回の土壌汚

染調査を義務づけており、受け入れ時には

調 査 結 果 の 確 認 を 行 っ て お り ま す 。 さ ら

に、 (株 )村尾組  成木工場では、年 2回の水

質検査を実施しております。したがって、

活用する建設発生土が土壌汚染の原因とな

らないと考えております。 

  なお、上記理由から、土壌汚染項目は環

境影響評価項目に選定しておりません。 

  現在、建設発生土の受け入れは、約20台 /

日です。 
 

※ 1）建設発生土の活用：『東京都建設リサイクル

推進計画』（平成 20年 4月 .東京都）における戦略

の一つに挙げられており、「建設発生土は採石等

の採石跡地の復元用材等に活用し、自然再生に

寄与することに努める」ことが推進されていま

す。 

※ 2） UCR：首都圏で大量に発生する建設発生土の

リサイクル推進を目的として首都圏の自治体等

の出資により設立されています。 

 

②  事業地内に仮置きしている土砂は、安全

な勾配で堆積させています。 

  仮に異常気象が発生した場合、周辺への流

出については場内が周辺に対して低いため、事業地

周辺の安全性は確保されると考えます。また、作

業員は速やかに避難するため作業員の安全

性は確保されています。 

 

【項目】1.3 その他（1）事業計画について 

意見の概要 事業者の見解の概要 

① 拡張計画について 

  本拡張事業において周辺地域への

環境悪化は避けられず、地域住民へ

のさらなる負担が予想されるために

本事業には反対です。 

  これまでに村尾組からの地域住民

に誠意ある説明が今までになされて

いたとは感じられません。平成 23年

末に事業計画を作成した時点でこの

ような計画があることを真っ先に説

① 拡張事業にあたっては、東京都環境影響評

価条例に基づき、事業実施段階環境影響評価

を実施しております。 

  平成 23 年 12 月には、事業計画の策定、地

域概況調査、環境影響要因の抽出、調査手法

の選定、予測及び評価手法を検討し、これら

の内容を環境影響評価調査計画書（以下、

「調査計画書」）として取りまとめ、平成 24

年 1 月 19 日～28 日に公示・縦覧されまし

た。 



 

明 するのは最低の義務であるはずで

す。少なくとも直接影響が及ぶ評価

書の地図に記載のある最寄り民家に

対してはより丁寧な説明があってし

かるべきでした。にもかかわらず地

域住民への説明は評価書案が開示さ

れた後の 6月 15日の成木市民センター

での説明会が最初でした。あまりに

も遅く、本計画について出来る限り

公表せず問題が明るみに出ないよう

進めようとする意図が見受けられま

す。そのため本評価書の内容の信ぴ

ょ う 性 に も 疑 い を 掛 け ざ ろ う を え

ず、ひいては事業主である村尾組を

信頼することができない状態です。 

  平成 24 年 5 月には、東京都知事の意見、

調査計画書に対する都民の方々や関係市長の

意見書を踏まえて、環境に及ぼす影響につい

て具体的な予測・評価を行い、これらの内容

を環境影響評価書（案）として取りまとめま

した。環境影響評価書（案）は、公示・縦覧

(平成 24 年 6 月 1 日～7 月 2 日)されるとと

もに、説明会を平成 24 年 6 月 13 日、15 日

に飯能市南高麗地区行政センター、青梅市成

木市民センターの 2 箇所で、2 時間ずつ開催

しました。 

  また、条例に基づく説明会の他にも、個別

説明を随時行っております。 

 

【項目】1.3 その他（2）跡地利用  

意見の内容 事業者の見解の概要 

① 跡地利用 

  平成 5年の評価書の事業は 20年 11月

に終了予定であり、仮に本拡張がな

されない場合にはどのような跡地利

用を検討しているのでしょうか。「地

域住民と共に検討」としているよう

ですが、このような提案があったと

いう話はこれまで聞きません。事業

の継続を基本としているため跡地利

用は具体化していないのかもしれま

せんが、これまでの開発で既に 40ha

以 上の面積があり、特殊な地形をし

ている土地の利用が簡単に決められ

るはずがありません。利用方法によ

っては二次的な公害も予想され早急

な跡地利用の検討と開示をお願いし

ます。 

  具体例として残土の受け入れ地と

しての利用がありますが、この場合

は上記廃棄物でも記したように、搬

出以外の新たなダンプの出入りによ

る公害と汚染残土の搬入などが心配

されます。 

① 具体的な跡地利用については、事業完了時

期が先であることから、現時点において詳細

な計画を策定しておりませんが、事業の完了

前に、「青梅市長期総合計画」を踏まえて、

青梅市等を交えて、地域に貢献できるような

当該地域に適した利用計画を検討したいと考

えております。 

 



 

 

事業段階関係市長の意見と事業者の見解の概要 

環境影響評価書案に対する事業段階関係地域市長である青梅市長の意見と、それに対する事

業者の見解の概要について述べる。 
 

【項目】2.1 青梅市長の意見と事業者の見解  

意見の内容 事業者の見解の概要 

（1）大気汚染 

  「 大気汚染」については、樹木

の 伐 採 、 採 掘 区 域 の 拡 張 等 に 伴

い、採掘作業や風等によって事業

場内から発生する粉じんの発生様

態の変化および量の増加が憂慮さ

れる。粉じんの発生様態の変化お

よび量の増加の有無ならびにこれ

らの対策について明記されたい。 

  ま た、現況を悪化させることの

ないよう、常に監視し、環境基準

を遵守するよう対応されたい。 

 

 事業の実施中における採掘作業の重機台数及

び稼働時間、粉じんの発生源となる施設及び関

連車両は現況と変わらないため、粉じん発生の

変化の程度は少ないと考えます。 

 また、既事業において実施している以下の粉

じん防止対策を今後も継続して実施していきま

す。 

・ 破砕、選別機は建屋で囲みます。 

・ 集塵機及び散水装置を設置します。 

・ シュート落とし口及びベルトコンベアはカバ

ーで囲みます。 

 なお、事業の実施中及び事業の完了後におい

ては、東京都環境影響評価条例に基づき事後調

査を実施し、予測結果を検証するとともに、環

境に著しい影響を及ぼすおそれがある場合は、

必要な措置を講じます。 

（2）騒音・振動 

  「 騒音・振動」については、十

分な監視を行うとともに、発破振

動および道路騒音に関しては、周

辺住民の環境に配慮するため、さ

らなる対策をお願いしたい。 

  ま た、ダンプトラックの運行に

伴う騒音、振動防止のため、協定

台数および安全運転の厳守、運転

者 の 交 通 安 全 教 育 を 徹 底 願 い た

い。  

 

  既事業において実施している以下の発破騒音・振

動の低減対策を今後も継続して実施していきます。 

・ 民家に近い区域での発破は、一回あたりの火

薬量を減少させます。 

・ 発破方法は、段発発破とし、発破音の影響を低

減させるよう発破間隔の秒差を調整します。 

・ 民家に近い区域では、発破面を民家側に向け

ないようにします。 

・ 発破する際は、極力ベンチ高さを小さくし、発

破規模を小さくします。 

 また、発破箇所が民家に接近する際には、試験発

破の実施や発破方法及び採掘方法の改善等の適切な

措置を講じながら実施し、環境への影響を及ぼすこ

とがないよう事業を進めていきます。 

 さらに、既事業において実施している以下の出荷

ダンプトラックによる道路交通騒音･振動の低減対

策を今後も継続して実施していきます。 

・ 出荷ダンプトラック 1 台ごとに、計量して過積載

を厳重にチェックします。 

・ 出荷ダンプトラックの台数は、「採石事業に伴

う公害防止に関する協定書」に定められた台



 

数を厳守します。 

・ 運転者講習会を年 2 回開催し、運転者の交通安全

教育を徹底します。 

・ 日常監視や 運転者講習会などを通じて、ダン

プトラックの走行速度（40km/h 以下）指導を

徹底します。 

（3）水質汚濁 

  「 水質汚濁」については、放流

水によって河川の浮遊物質量を増

加させることのないよう対処する

と と も に 、 定 期 的 に 監 視 さ れ た

い。 

 

 放流水及び採石用地内の雨水等によって成木川の

水質(浮遊物質量)に影響を及ぼすことがないよう適

切に対処します。 

・ 砕石の製造工程で発生する汚濁水は回収を行

い、泥分を重力沈殿させ、処理水は再び砕石

製造工程及びタイヤの洗浄に循環利用するた

め、成木川へ放流しません。 

・ 事業区域内で発生する雨水による土砂及び濁

水は、排水計画及び排水系統計画に基づき集

水され、 洪水調整池・沈砂池に集水(工場敷地周辺

の雨水は場内汚水槽に集水)され、流量を調整する

と共に土砂やシルト分を除去します。さらに、機

械処理（シックナー）で清水化します。 

・ 調整池等は、2 ヶ月に 1 回点検を行い、必要に

応じて浚渫を行います。 

・ 平時(無降雨時)は、成木川へ放流しません。降

雨時のみ上述の過程を経て清水化された上水の

み成木川へ放流します。 

 また、事業の実施中及び事業の完了後において

は、東京都環境影響評価条例に基づき事後調査を実

施し、予測結果を検証するとともに、環境に著しい

影響を及ぼすおそれがある場合は、環境の保全につ

いて必要な措置を講じます。 

  ま た、台風等の大雨による事業

区域からの土砂、濁水等の流出防

止に努められたい。  

 台風等の大雨に加え、近年の異常気象による局地的

な豪雨に対しては、成木川及び成木街道に隣接する工

場敷地の地盤を約 5m 掘り下げてプラント等を設置し

ており、約 54,000 ㎥の雨水を滞水させる緊急的な対

処が可能な構造としております。 

 また、既事業において実施している以下の環境保全

措置を今後も継続して実施し、土砂、濁水等の流出防

止に努めます。 

・ 緑地管理計画に基づき残留緑地を確保すると

ともに、回復緑地や植栽緑地を設けて緑地を

回復し、降雨の涵養を可能な限り保ちます。 

・ 洪水調整池・沈砂池は 2 ヶ月に 1 回点検を行

い、必要に応じて浚渫を行います。 



 

（4）地形・地質 

  「地形・地質」については、地滑

り 、 崩 落 、 落 石 等 の 防 止 に 関 し

て、定期的に監視するとともに、

天災等の事態も考慮の上、対応さ

れたい。 

 

 事業地内を定期的に巡回し、落石･転石の危険が生

じた場合は、落石防止ネットやしがら柵を設置すると

共に、既事業において実施している以下の環境保全措

置を今後も継続して行い、 地滑り、崩落、落石等の防

止に努めます。 

・ 採掘区域と残留緑地の境界部分約 5m は、「採

石技術指導基準書」（平成 15 年版 経済産業省

資源エネルギー庁）に基づき、立木伐採後に

地形は改変せず根株を残す保全区域（回復緑

地）とし、必要に応じて植栽を行い、斜面の

安定性を図ります。 

・ 採掘した岩盤の風化部が想定よりも深部まで

及び採掘面に出現する場合には、採掘面の傾

斜を緩くする等の処置を講じます。 

・ 雨水流出による侵食を防止するため、山腹水

路及び横断水路の整備を行い、排水路には勾

配をつけます。 

（5）生物・生態系 

  「生物・生態系」については、環

境保全の措置に関して、残壁の緑

化について実施するかどうかと、

その方法についても明確に記載さ

れたい。 

 

 残壁、犬走り部の植栽については、犬走り部で

は、採掘の進行に伴い発生した良質な表土を客土と

して活用して植栽基盤を整備し、積極的に緑化を行

い速やかに樹林の回復を行います。残壁について

は、採掘計画における採掘面の傾斜が急傾斜(60

度)であること、また露岩であることから、植栽は

困難ですが、既事業における残壁では、残壁面の凹

凸に表土が堆積し、飛来種子等からの侵入・発芽に

よる先駆性植物の生育がみられており、本事業にお

いても原則として自然遷移に任せる計画としていま

す。なお、残壁上部(傾斜 35～45 度)では種子の播

種及び有機質資材の利用を検討し、適切な緑化に努

めます。 

（6）景観 

  「景観」については、街道沿いか

らの景観に関しても激変のないよ

う十分配慮されたい。 

 

 以下の環境保全措置を行い、早期緑化による周辺

の自然環境との調和を図り、景観の変化を最小限に

留めます。 

・ 立木の伐採は最小限に留めます。 

・ 最終残壁を速やかに確定し、犬走り部等につ

いては採掘に伴い発生する良質な表土を客土

として植栽基盤を整備し、在来種等の苗木植

栽及び吹付けによる植栽を行い順次緑化して

いくことにより、周辺の樹林に調和した景観

を速やかに形成します。 



 

 

近隣県市長の意見と事業者の見解の概要 

環境影響評価書案に対する近隣県市長である飯能市長の意見と、それに対する事業者の見解

の概要について述べる。 

 

【項目】3.1 飯能市長の意見と事業者の見解  

意見の内容 事業者の見解の概要 

＜災害防止について＞ 

 事業計画を逸脱し土砂災害の起因となる

ことがないよう配慮すること。 

 

  既事業において実施している以下の環境保全措

置を今後も継続して行い、災害防止に努めます。 

＜事業計画・採掘方法＞ 

・ 採掘は経年土地利用計画に基づき実施し、

採掘に先立ち行う立木の伐採範囲は最小限

に留めます。 

・ 採掘方法はより安全な方法とし、既事業区

域で実施している方法と同様に露天階段採

掘法を採用します。 

＜斜面の安定性並びに落石・転石防止＞ 

・ 「採石技術指導基準書」（平成 15 年版 経済

産業省資源エネルギー庁）に基づき、採掘区

域と残留緑地の境界部分約 5m は、立木伐採

後に地形は改変せず根株を残す保全区域（回

復緑地）とし、必要に応じて植栽を行い、斜

面の安定性を図ります。 

・ 採掘した岩盤の風化部が想定よりも深部まで及

び採掘面に出現する場合には、採掘面の傾斜を

緩くする等の処置を講じます。 

・ 雨水流出による侵食を防止するため、山腹

水路及び横断水路の整備を行い、排水路に

は勾配をつけます。 

 事業地内を定期的に巡回し、落石･転石の危険

が生じた場合は、落石防止ネットやしがら柵を

設置することにより、落石･転石を防止します。 

＜通行車両の安全配慮について＞ 

 工事車両や運搬車両の通行は道路交通法

等の法令を順守するとともに、交通安全対

策に配慮すること。また、車両の通行によ

る騒音・振動で生活環境を悪化させないよ

う配慮すること。 

 

 工事車両や運搬車両の通行は道路交通法の法

令を順守し、 日常監視や 運転者講習会などを通

じて交通安全対策を実施すると共に、既事業に

おいて実施している以下の環境保全措置を今後

も継続して行い、出荷ダンプトラックの騒音･振

動の低減に努めます。 

・ 出荷ダンプトラック 1 台ごとに、計量して

過積載を厳重にチェックします。 

・ 運転者講習会を年 2 回開催し、運転者の交

通安全教育を徹底します。 

・ 日常監視や 運転者講習会などを通じて、ダ



 

ンプトラックの走行速度（40km/h 以下）指

導を徹底します。 

＜水環境について＞ 

 調整池等の適切な維持管理を行い、大雨

等の際に汚濁水が事業地内から流出し河川

に流入することのないように配慮するこ

と。 

 

 事業の実施に伴い、雨水及び砕石の製造工程

において採石場内に発生する汚濁水について

は、排水計画に基づき適切な措置を行い、事業

区域からの放流水及び採石用地内の雨水等によ

って成木川の水環境に影響を及ぼすことがない

よう配慮します。 

 また、調整池等は、2 ヶ月に 1 回点検を行い、

必要に応じて浚渫を行います。 

 なお、近年の異常気象による局地的な豪雨に

対しては、成木川及び成木街道に隣接する工場

敷地の地盤を約 5m 掘り下げてプラント等を設置

しており、約 54,000 ㎥の雨水を滞水させる緊急

的な対処が可能な構造になっております。 

 


